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緊急雇用対策に関する要請書
地方自治の充実・発展にご尽力されている貴職に対しまして、心より敬意を表します。

　さて、業界団体のまとめでは、今年3月末までに製造業や請負業務の失業者40万人に達する見込みを報告するなど、全国各地の雇用情勢は一段と深刻化しています。
政府は、当面3月までの緊急避難措置として特別交付税措置、政府2次補正予算の「ふるさと雇用再生特別交付金」、「緊急雇用創出事業交付金」を予定していますが、当面の緊急対応にとどまるものとなっています。

「100年に一度の不況」への対応は、現在の緊急避難的措置に加えて、中長期の雇用対策を整備する必要があり、農林水産業、福祉・介護など分野など継続的雇用につながる分野の雇用拡大とそれを支える十分な財政措置が必要と考えます。
　つきましては、地域の継続的な雇用創出の拡大にむけた、以下のとおり、施策の充実を求めます。

記

1、 当面の離職者の雇用・生活支援として、雇用相談、生活資金の貸付、公営住宅の提供、職業訓練などの充実をはかること。

2、 政府2次補正予算に盛り込まれた「ふるさと雇用再生特別交付金」、「緊急雇用創出事業交付金」の十分な活用をはかり、当面の雇用拡大をはかること。

3、 農業、林業、水産、介護・福祉分野に対する職業訓練や住宅確保などの施策の充実をはかり、継続雇用拡大に取り組むこと。
4、 市町村が行う雇用対策について積極的な支援を行うこと。

5、 2009年、2010年の2ヵ年の算定となる地方交付税の「地域雇用創出推進費」について算定の継続措置を求め、雇用対策の充実をはかること。
以上
